
新潟市福祉有償運送運営協議会運営指針(平成20年12月1日一部改正)新旧対照表 

改正後（案） 現行 

 

 

運送主体 運送主体 

（１）  （略） （１）  （略） 

【新潟市と実施主体間での事前調整】 【新潟市と実施主体間での事前調整】 

 実施主体は、登録申請に伴い、新潟県に提出すべき書類の一切を事前に用

意し、新潟市に対して提出しなければならない。（様式第１号(更新登録申請

の場合は様式第１－２号、変更登録申請の場合は様式第１－３号)及び新潟県

へ提出する様式の全て） 

 実施主体は、登録申請に伴い、新潟運輸支局に提出すべき書類の一切を事

前に用意し、新潟市に対して提出しなければならない。（様式１(更新登録申

請の場合は様式１－２、変更登録申請の場合は様式１－３)及び新潟運輸支局

へ提出する様式の全て） 

  

運送の対象等 運送の対象等 

・  （略） ・  （略） 

【対象者の判断】 【対象者の判断】 

 実施主体は、利用会員の氏名、住所、年齢及び運送を必要とする理由、そ

の他必要な事項を記入した利用会員名簿(様式第１２号、様式第１２－２号)

を用意しなければならない。 

 実施主体は、利用会員の氏名、住所、年齢及び運送を必要とする理由、そ

の他必要な事項を記入した利用会員名簿(様式８、様式８－２)を用意しなけ

ればならない。 

  

使用車両  使用車両  

（１）  （略） （１）  （略） 

（２）使用権原 （２）使用権原 

使用する車両の使用権原（所有権、賃借権等の使用権）は，実施主体が有する

ものとする。 

運転者として協力する者（以下「運転協力者」という。）が自己又は家族の所

有する車両を提供し、福祉有償運送を行う場合は、その車両の使用について実施

主体との間に使用賃借等の契約を交わし、その契約書（様式第１０号）を添付し

て協議を受けるものとする。 

使用する車両の使用権原（所有権、賃借権等の使用権）は，実施主体が有する

ものとする。 

運転者として協力する者（以下「運転協力者」という。）が自己又は家族の所

有する車両を提供し、福祉有償運送を行う場合は、その車両の使用について実施

主体との間に使用賃借等の契約を交わし、その契約書（様式１１）を添付して協

議を受けるものとする。 

  

資料２ 

配布資料 
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（３）車両の表示等 （３）車両の表示等 

  （略）   （略） 

実施主体においては、使用する車両の型式、自動車登録番号及び初度登録年、

損害賠償措置、関係する設備又は装置その他必要な事項を記入した自動車登録簿

(様式第９号)を作成し、適切に管理しなければならないものとする。 

実施主体においては、使用する車両の型式、自動車登録番号及び初度登録年、

損害賠償措置、関係する設備又は装置その他必要な事項を記入した自動車登録簿

(様式９)を作成し、適切に管理しなければならないものとする。 

  

運転者の要件 運転者の要件 

（１）～（２）  （略） （１）～（２）  （略） 

【特例措置】  （略） 【特例措置】  （略） 

 【経過措置】 

（削除） 平成１９年９月３０日までは、改正前の新潟市運営協議会運営指針の運転

者の要件に基づく講習・研修でも可とする。 

  

管理運営体制 管理運営体制 

【運行管理業務】 【運行管理業務】 

（１）  （略） （１）  （略） 

 【経過措置】 

（削除） 上記（１）イの運行管理責任者の選任にあたっての要件については、平成１９

年１０月１日から適用する。 

【事故に関する対応】 【事故に関する対応】 

（１）  （略） （１）  （略） 

（２）事故対応責任者の業務 （２）事故対応責任者の業務 

 ア  （略）  ア  （略） 
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 イ 事故発生時の対応  イ 事故発生時の対応 

   （略）    （略） 

・人身事故(搭乗者を含む)及び重大な物損事故等については、速やかに

新潟市及び新潟県に連絡するとともに書面(参考様式１)により新潟市に

報告すること。 

・人身事故(搭乗者を含む)及び重大な物損事故等については、速やかに

新潟市及び新潟運輸支局に連絡するとともに書面(参考様式１)により新

潟市に報告すること。 

  

実績報告 実績報告 

（略） （略） 

【実績報告の提出方法】 【実績報告の提出方法】 

実施主体は、登録後、毎年四月を始期とする各四半期終了後の翌月最終日まで

に、最新の利用会員名簿(様式第１２号、様式第１２－２号)、当該四半期の乗務

記録簿(様式第１４号)、事故の状況(様式第１５号)、苦情の状況(様式第１６号)、

その他実施上の変更等について、新潟市に書面(様式第１３号)を付して報告する

こととする。 

 また、前年度の輸送実績を毎年５月３１日までに新潟県知事に報告しなければ

ならない。 

実施主体は、登録後、毎年四月を始期とする各四半期終了後の翌月最終日まで

に、最新の利用会員名簿(様式８、様式８－２)、当該四半期の乗務記録簿(様式１

４)、事故の状況(様式１５)、苦情の状況(様式１６)、その他実施上の変更等につ

いて、新潟市に書面(様式１３)を付して報告することとする。 

 また、前年度の輸送実績を毎年５月３１日までに新潟運輸支局長に報告しなけ

ればならない。 

  

その他 その他 

・新潟市運営協議会は、７９条登録の申請に先立つ協議の結果について、当

該実施主体に書面(様式第２－５号)により通知するものとする。 

・新潟市運営協議会は、７９条登録の申請に先立つ協議の結果について、当

該実施主体に書面(様式１２)により通知するものとする。 

  

附則 附則 

この指針は、平成１８年１２月１４日から施行する。 

平成２０年１２月１日(一部改正) 

平成２７年７月３０日（一部改正） 

この指針は、平成１８年１２月１４日から施行する。 

平成２０年１２月１日(一部改正) 

（追加） 
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